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研究ノート
ルーマンの経済システム論
春日淳一
1. はじめに
社会システム論を中心に，独特のパラダイムにもとづく広範かづ厖大な著作を学界に送
り出してきたニクラス・ルーマンの名は，パーソンズと双璧をなす良い意味での大理論家
(Grand Theorist)として定着しつつある。 ところで，社会システム論自体の方法的な
差異に加えて，パーソンズとルーマンの間には「経済」ないし「経済学」にたいするはっ
きりした姿勢の違いが認められる。パーソンズのばあいには自己の社会システム論の枠組
（とりわけ AGIL図式）を経済に適用するにあたって， 既存の経済学との突き合わせに
かなり細かい注意を払っており，景気循環モデル，消費関数，投資関数，経済成長モデル
といった個別領域にまで立ち入って，用語の再検討を含む議論を展開している丸
ゲゼルシャフ l
一方ルーマンは，一般システム論を全体社会システムに適用する作業の過程で，またコ
ミュニケーション・メディアの理論との関連で，繰り返し経済システムをとりあげるが，
＊ーペン
彼の研究に占める経済への関心は副次的なものである。経済学にかんしていえば，学説史
の大きな流れに言及することはあっても，理論経済学の技術的議論とはかかわりをもたな
い。
両者のこうした違いは部分的にはスタートが経済学であったか法律学であったかという
経歴の差に帰することができるかもしれない。しかし伝記的考証が当面の課題なのではな
い。ここではルーマンの経済システム観が経済学にたいしてもパラダイム転換を迫りうる
ものなのかどうか，彼の関連論文の検討を通して確かめてみたい。ルーマンの経済にかん
する論述は主として次の①～⑥の諸論文にみられるが，本稿では最近作の⑥を中心にし
て，適宜他の著作をも参照しながら考察を進めていこう。
1) T. Parsons and N. J. Smelser, Economy and Society, Routledge & Kegan 
Paul, 1956 (富永健一訳「経済と社会』 I,I岩波書店， 1958-9.).
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① • "Wirtschaft als soziales System," in: Soziologische Aufklarung Bd. l, 1970 
（以下では w.s. と略記する）．
R"Knappheit, Geld und die burgerliche Gesellschaft;" Jahrbuch fur Sozial-
wiss切schaften23, 1972. ・ 
③ "Organisation im Wirtschaftssystem," in : Soziologische Aufklar皿gBd. 3, 
1981. 
④ "Das sind Preise," Soziale W~lt 34, 1983. 
⑥ "Die Wirtsc血ftder Gesellschaft als autopoietisches System," Zeitschrift 
fur Soziologie, Jg. 13, Heft 4, 1984 (以下では W.A.と略記する）．
2. 自己産出的システム
ルーマンのシステム観を特徴づける重要な柱として， 自己準拠的システム (selbstre-
ferentielles System)ないし自己産出的システム (autopoietisches.System)という考
え方がある。・自己産出 (Autopoiesis)ということばは， 自己準拠概念をそれまでの「自
己組織」にかんする議論から区別すべ<,H. R. マツラナ (Maturana)とF.J. ヴァレ
ラ (Varela)が生きているシステムとくに細胞について用いはじめたものであるが2), マ
ツラナによると，「自己産出的組織は次のような要素の生産ネットワークによって一個の
アインハイト
統一体として定義される。すなわちその要素は， (1)当該要素をも生産する同じ要素生産ネ
ットワークにたいして再帰的なかたちで共に作用を及ぼし， (2蔀一体としてのその生産ネ
ットワークを当の要素のある空間において実現する。」3)つまり，システムを構成する要素
が環境に直接依存せず，閉鎖的に自己を再生産しうるばあいに，そのシステムは自己産出
的と呼ばれるのである。
ルーマンは全体社会システムについてこの自己産出的閉鎖性を強調すべ<. 「コミュニ
ケーション」を要素（一基底的作動）に指定する。すなわち， 「全体社会は有意味なコミ
ュニケーションにもとづいた自己産出システムである。それはコミュニケーションから成
り立っており，コミュニケーションのみから成り立っており，すべてのコミュニケーショ
2) N. Luhmann, Soziale Systeme: GrundriB einer allgemeinen Theorie, Suhr-
kamp, 1984, S. 60. 
3) H. R. Maturana, Erkennen: Die Organisation und VerktirPerung von Wirklich-
脳 t:Ausge四 hlteArbeiten zur biologischen EPistemologie, Braunschweig, 
1982, s. 158. 
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ンから成り立っている。それはコミュニケーションを通してコミュニケーションを再生産
する。絶えずコミュニケーションとして起こっていることがらは，そのことによって全体
社会の作動であり，同時に再生産である。全体社会の環境の中にも，また環境との間にも
それゆえコミュニケーションはありえない。その限りでコミュニケーション・システムと
しての全体社会は閉じたシステムである」 (W.A., S. 311)。全体社会システムの要素を
「個々の人間」や「行為一般」でなく「コミュニケーション」とすることで，確かにシス
テムの閉鎖性は大いに高まる。なぜなら，コミュニケーションはそれをなす個々の人間や
彼らの行為そのものとは違って， 全体社会システムの環境（たとえば生物有機体や心理
（パーソナリティ）システム等）に直接していないからである。
こうしてさしあたりそのにない手を括弧に入れたうえで，コミュニケーションのレベル
．に注意を集中するなら，全体社会はコミュニケーションを要素とする自己産出システムと
してとらえることができる。しかし，全体社会が閉じたシステムであるのは上の括弧入れ
を前提にしてのことであって，括弧を外して考えるなら，全体社会がコミュニケーション
のにない手やそれを取り巻く環境， とりわけ心理的な意識や有機体的な生存さらには物理
的条件に支えられてはじめて存立しうることは明らかである。これは全体社会に開いたシ
ステムの性格を与える。自己産出システムが閉鎖性とともに開放性をも合わせもつという
点はルーマンによって繰り返し指摘されているところである。
3. 自己産出システムとしての経済
全体社会がコミュニケーションを要素＝基底的作動とする自己産出システムであるとい
うばあい，コミュニケーションの様式自体は限定を付されていなかった。それゆえ，いか
なるメディア（ことば，身振り，モノ等々）を用いるどのようなコミュニケーションであ
れ，すべてこのシステムに取り込まれ，システムの環境には，またシステムと環境の間に
は，いっさいコミュニケーションは存在しない。ところが全体社会の部分システム（これ
はもちろんコミュニケーションのみを要素とする）についてはコミュニケーションは部分
システム内にとどまらず，全体社会内的環境たとえば他の部分システムとの間にも行なわ
れる（例：経済システムから政治システムヘの租税支払い）ので，たんにコミュニケーシ
ョンを要素とするといっただけではシステムを閉じることができない，したがって部分シ
ステムが「みずからを独自の自己産出システムとして構成するためには，その部分システ
ムだけにあてはまり，環境には何らそれに対応するものがないような独自の単位構成原理
を必要とする」 (W.A., S. 311)。
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全体社会の部分システムの中にはたとえば教育システムのように他の部分システムや全
体社会的環境との関係が錯綜しており，自己産出システムとして閉じることが困離なもの
も少なくないが，特別のシンボリックに一般化されたコミュニケーション・メディアをも
つばあいには，部分システムは自己産出システム化すると考えられる。つまり，コミュニ
ケーション・メディアの高度分化 (Ausdifferenzierung)は上述の独自の単位構成原理を
っくる土台になりうるのである。そして経済システムは貨幣というコミュニケーション・
メディアの発達を背景にこの自己産出の性格（一自己準拠的閉鎖性）を身につけ，それに
よって全体社会的環境を通じての影響からより強く免れ，かくして特別の全体社会的卓越
性を得るに至った，まさに典型的な例といえよう。
では，経済を自己産出システムならしめる独自のコミュニケーションとは何であろう
か。それは「支払い」 (Zahlung)であるとルーマンはいう。「支払いは自己産出的要素の
すべての性質をそなえている。すなわちそれは支払いにもとづいてのみ可能であり，経済
の自己産出の再帰的関係において， 支払い以外の何らの他の意味をも生み出しえない」
(W. A.,・S. 312)。家計と企業の二主体からなる教科書的な経済循環図式（下図）をみて
もわかるように，ある経済主体からの支払いは，別の主体からその主体への支払いがあっ
てのみ可能である。だが1レー マンは， 貨幣の流れに逆方向で対応する財・サービス（商
品）の流れをも経済システムの基底的作動とみなしているわけではない。なぜなら支払い
のメディアである貨幣にかんしては，その背景にある事情を捨象したかたちで，支出する
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か手元におく（一非支払い (Nichtzahlung))かの単純な二者択ー図式が成立しており，
貨幣の流れは支払い側での二者択一の自由の放棄と，受け取り側でのこの自由の取得の連
鎖として画然ととらえられるのにたいし，財・サービスの流れは，経済システムにとって
の環境，すなわち貨幣以外のメディアを用いる他の下位舟防お／ステムや全体社会システ
ムの環境と複雑なつながりをもっており，単純な二者択一図式で割り切ることができない
からである。上で「支払いが支払い以外の何らの他の意味をも生み出しえない」とあるの
は，支払いは非支払いの否定を通して（逆に非支払いは支払いの否定を通して）しか意味
づけられえないということであり，これによって経済システムの自己準拠（一自己産出）
が確かなものとなる。 「（支払いによって非支払いが， また非支払いによって支払いが否
定されるという）この基底的作動の二重化がシステムを高度分化させる。なぜなら経済の
環境にはこれに対応するものは全くないからである」 (W.A., S. 313)。
支払いを経済システムの基底的作動とみる経済理解は従来の経済学の基礎概念に再解釈
をほどこす。まず，支払いにさいしては支払うべき金額にかんする期待の形成とそれにつ
いての意思疏通を可能にする「価格」が必要になる。「価格」は経済システムを財・サー
ビスの現実の価値についての合意，したがってまた価値の差に由来する感謝の義務から解
き放ち，その自己産出を保障する。つまり価値から独立した価格の形成によって経済シス
テムは高度分化するわけである。次に，利潤は「支払可能性を入手するための支払いと得
られた支払可能性のあいだの差額」と解される。利潤があるゆえに人々は，財・サービス
を獲得するためではなく，支払可能性を手に入れるために支払いをなすよう動機づけられ
るが，この利潤動機の浸透・支配とともに経済システムは生産の面で私的な動機および評
価に依存することをやめ，かつ社会的，時間ー物的の両面で独立性をうる4)。社会的にはシ
ステムが互酬性から独立になり，それとともに関係者の社会的地位によって大きく影響を
受けるような諸条件からも独立する。時間身勿的には利潤という基準はシステムにとって
旧いものの停止規則および新しいものの採用規則として広範な有効性をもち，特殊・限定
的な規則である「既存世界による正統化」を不要にする。
経済学の在来概念をシステムの高度分化，自律化，自己準拠，自己産出といった特有の
視点に合わせて再解釈ないし改鋳しようとするルーマンの意図は，以下に続く「欲求」お
4)社会的，時間的，物的という次元区分はルーマンがしばしば用いるものである。ここ
では，利潤動機ないし利潤基準が，関係者の誰であるかにかかわらず（社会的），時
差を超えて（時間的）， 具体的投資内容にたいして中立的に（物的）適用されうるこ
とを指してシステムに独立性を与えるといっている。
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よび「稀少性」概念の検討においてより鮮明なものとなる。
4. 欲求について
経済システムは支払いが支払いを生み出す無限の連鎖を含んでおり，この自己産出過程
は目的を超越したものである。すなわちそれは全体として一定の方向を目ざして進むプロ
セスではない。とはいえ人々が支払いをするには理由（動機）があるはずである。一方で
自己産出的閉鎖性を自らの特性としてもつ経済システムは，他方で支払いの理由をシステ
ムの外へ，つまり環境に求めなければならず，ここに開放性を合わせもつ必要が生じる。
ルーマンは支払い理由のかたちに編成された環境要因を欲求 (Bedilrfnis)ということば
で表わす。階層分化社会では欲求は貧しい者にのみかかわる問題であったが，経済が機能
的下位システムとして確立しすべての人を包み込む段階に至ると，欲求概念は普遍性を獲
得する。
経済システムの高度分化との関連で欲求を類型化するなら，①高度分化した経済を全く
前提としない「人間の再生産」という基本的欲求，②経済が支払いのシステムとしてすで
に十分高度分化しており，貨幣をその充足のために利用できるようになってはじめて生ま
れる欲求（奢修欲求），③もっと密接に経済それ自体に結びついた欲求， とりわけ経済的
生産の二次欲求であるエネルギー，原材料および労働サービスヘの需要（生産欲求）とい
う三つのランクが考えられる。これらはいずれも「欲求」である限り，支払いの理由とな
り，それゆえ経済システムの環境依存性をいわば体化している。 しかし,, 「システムの環
境依存性は，システムが基本的欲求の充足から奢修欲求の充足へ，そしてそれから生産欲
求の充足へと位置を変える程度に応じて，システム自体に依存するようになる」 (W.A., 
s. 316)。つまり， 高度分化した経済システムにあってはシステム自体が欲求をつくり出
す度合いが強まり，システムと環境のつながりは相対的に稀薄になっていく。
産業社会への移行はこうした傾向を決定的なものとした。そこでは土地や労働までが社
会（＝経済システムの環境）から切り離され， 貨幣経済に取り込まれる丸「今やはじめ
て経済は貨幣によって統合されたシステムとなり，そのようなものとして，それ自身の再
5)「労働はあらゆる社会をつくりあげている人間そのものであり，土地はそのうちに社会
が存在する自然環境そのものである。したがって，それらが市場メカニズムに包摂さ
れるということは，社会の実体そのものが市場の諸法則に従属させられることを意味
するのである」 (K.Polanyi, The Great Transformation, Beacon Press, 1957 (吉
沢英成他訳『大転換」東洋経済新報社， 1975),邦訳 pp.95-96)。
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生産にかかわるすべての面で高度分化する。 社会は自分自身の経済にたいして責任を
とる立場からおりてしまう」 (W. A., S. 316)。経済の責任ぢ引き受ける「上部機構」
(Oberschicht)がもはやないとすれば，このシステムが内部的に解決できない問題をか
かえたばあいに残された手は，他の機能的下位＝部分システムとりわけ政治に訴えること
である。だがもちろん他の下位システムはそれ独自の原理に従って作動しており，経済の
問題を解決してくれる保証はない。ルーマンは政治が経済の期待にこたえる可能性につい
て否定的である。
このあたりの議論は一見して K.ボラニーの市場社会論とくに彼の「大転換」第6章
「自己調整的市場と擬制商品一労働，土地，貨幣」の記述に非常に似かよっている。ルー
マンが当該部分で直接言及しているわけではないが，ボラニーを参照していることは確か
である。ではルーマンとポラニーの違いはどこにあるのか。ごく単純化していえば，ボラ
ニーにおいては経済と社会は相剋の関係（埋め込み，埋め込まれる関係）にあるとされ，
市場経済の成立は全体社会を経済システムと残余の領域に二分割し，この残余領域である
社会と市場経済が同じレベルのシステムとして対峙する。これにたいしてルーマンの経済
システムはいかに高度分化しようとも全体社会の下位＝部分システムにとどまる。機能的
分化の進行とともに下位システムが次々にできる結果，全体社会システムはいわば実体の
ないぬけ殻となり，下位システムの自己準拠的作動を見守るべき上部機構の地位を失って
いくが，下位システムのいずれかが全体社会に代って上部機構の役をになうことはありえ
ない。ポラニーのばあいには経済による社会の強統合が問題であったのにたいし， Jレー マ
ンのばあいには分化した社会における統合者の欠如が問題なのである見
5. 稀少性について
経済の全体社会ないし環境にたいする給付(Leistung)は欲求充足であり，とりあえず
は経済の機能を欲求充足とみることができる。しかし，全体社会が問題になる限り，各人
の欲求充足はつねに他者とのかかわりから逃れられない。 自然の不確実性ゆえにではな
く，誰もが互いに刺激，干渉あるいは妨害し合うという全体社会の特性ゆえに，人々は先
のことに備えなければならない。そして「この先慮があらゆる財を稀少にする。というの
は誰もが， 他の者が現在すでに必要としているものを自分の将来のためにとっておこう
6)筆者はすでに価値の分化にかんして両者の視点を共に含むような指摘を行なってい
る。春日「家族の経済社会学」文真堂， 1984,pp. 108-113. 
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とするからである」 (W.A ., s.317)。貯蔵可能な財の増加は， それまで先慮の対象にな
りえなかった財を対象に組み入れることを通して稀少性の増大にみちびく。こうして経済
の機能は， 「将来の安定のための先慮を現在の分配に結びつける」ことであるとルーマン
はいう。全体社会の中における経済の機能はたんなる欲求充足ではなく，先慮の欲求の充
足であり，先慮は財の稀少性を生ぜしめるがゆえに先慮欲求の充足は分配の問題につなが
ってくるというのが話の筋である。
ところで，高度分化した経済システムにおける稀少性は二重化している。すなわち，財
の稀少性と並んで貨幣の稀少性が人為的にはめ込まれている。このことを指してルーマン
は経済システムのコミュニケーションの「コード化」と呼んでいるが，経済の機能は今や
二つの稀少性の間の関係つまり価格を通してみたされねばならない。逆にいえば，稀少性
は先慮欲求の充足という幾分抽象的な問題を経済システムの作動に直結した具体的な問題
に置き換える”媒介概念 (Jレーマンの用語では「偶有性公式」 Kontingenzformel)なの
である。このように考えると，支払いが支払いを可能にする無限連鎖のシステムである自
己産出的な経済システムは将来保証， したがってまた先慮欲求の充足という機能に適合し
たシステムであることが分かる。
ここで示された理論的枠組に従えば，一般にシステムの機能はシステムの閉鎖性と開放
性の統一の歴史的・社会的特殊化としてとらえることができる。経済システム独自の特殊
化つまり経済の機能についてはすでに上に述べてきたが，要約すると次のよう！こなる。す
なわち，経済のばあいにはシステムの閉鎖性が将来確実性を支払能力のかたちで保証し，
支払いのできる者は誰でも自分の欲求をみたしうる一方，システムの開放性によって，す
べての支払いが欲求充足に指向していること，自分の欲求をみたそうとする者は誰でも支
払わねばならぬということが保証される。ただ，このような経済の機能様式自体には問題
がないとしても，歴史的・社会的初期条件（経済学でいう initialendowment)や，機
能的作動からくる副次結果は，たとえば分配の不平等，インフレ・デフレなどといった問
題を引き起こし，「全体社会の自己産出的下位システムヘの機能充足の委譲は無制限に進
歩として歓迎されるわけではない」ことをわれわれに教えてくれる。
7)これはルーマンが「問題転移」と呼んだ複雑性縮減メカニズムである。 Luhmann,
"Soziologie als Theorie sozialer Systeme," in: Soziotogische Aufklitrung Bd. 
'1, Westdeutscher Verlag, 1967, S. 117-119. 
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6. メディアの視点
ルーマンは，パーソンズの「シンボリックに一般化された交換メディア」の考え方を拡
張して，機能的システム分化の触媒の役目をになう「シンボリックに一般化されたコミュ...... 
ニケーション・メディア」という視点を採用する見「すべてのコミュニケーションはさし
あたり受け入れと拒絶の両方が可能な開いた状況をつくり出す」が，メディアの存在は，
拒絶よりも受け入れの見込みを高めることを通してコミュニケーションにたいし促進的に
作用する。貨幣メディアについていえば，貨幣の裏付けのある需要とない需要では供給側
の対応はおのずと違ってくる。生産者は需要が貨幣メディアしたがって支払いの申し出に
結びつけられることで需要見込みを確かなものとし，供給への動機づけを得る。........ 
貨幣メディアのもつ最も重要な全体社会的効果は，取引にさいして第三者をなだめると
いうことである。貨幣が（人為的にではあれ）稀少とみなされる限り，第三者は自分の欲
していた財・サービスが持主から他人Aに渡されたとき， Aが持主に貨幣を支払ったとい
う事実を見て納得せざるをえない。「貨幣というメディアはしたがって， 経済の領域で潜
在的な利害背馳にもかかわらず行為が観察者にとって行為者自身にとってとほぽ同じ意味
をもつことを保証する」 (W.A., S. 319)。
貨幣メディアのこうした働きが，経済システムの高度分化と自己産出システム化に寄与
するであろうことは容易に想像できる。メディアの分化をシステム分化の前提とみるルー
マンは，その限りで誤っていない。だが問題は貨幣がなにゆえこのような働きをなしうる
のかという点である。この点にかんしてルーマンの立場は S.H. フランケルが注目した
ように， G.ジンメルの貨幣観と重なっている。「ジンメルにとっては貨幣の潜在力—約.... 
束させ実行させる力—は，まさに社会的に確固たる貨幣秩序にたいするあの信念と確信
にもとづくものであった。彼にとっては，ここにはたんなる貨幣機構の確実性の問題，す
なわち，健全な国家貨幣は，鋳貨であれば重量と純度が規定どおり，そして紙幣なら定め
られたルールに従って発行されることで維持されるものだといったこととは別の問題があ
った。別のなにかがつけ加えられなければならなかった。·…••この追加要素とは，まさに
8)くわしくは， Luhmann,"Einfiihrende Bemerkungen zu einer Theorie symbo-
lisch generalisierter Kommunikationsmedien," in: Soziologische Aufkliirung 
Bd. 2, Westdeutscher Verlag, ・1974, "Generalized Media and the Problem of 
Contingency," in: J. J. Loubser. et al. (eds.), Exp/orations in General Theory 
in Social Science Vol. 2, Free Press, 1976を参照。
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鋳貨に象徴される信念，確信そして信頼，これ以外のなにものでもなかった。」9)/レー マン
によれば「貨幣価値が安定していること，そして貨幣を使う多くの機会が引き続き開かれ
ていることを信ずる者は誰でも，基本的にひとつのシステムが機能していると考えている
のであり，自己の信頼を人々にではなく，その機能に置いているのである。このようなシ
ステム信頼は貨幣を用いる継続的・確認的な経験を通してひとりでにできあがる。」10)
貨幣の働きは基底的に貨幣秩序（ないしシステム）への「信頼」によって支えられてい
る。これがジンメルとルーマンに共通する考え方である。貨幣総量は通貨当局の手によっ
て操作可能であるし，貨幣制度そのものも変更の対象となりうるが，人々は日常的な取引
にさいしていちいちこれらの事実にさかのぼって熟考・吟味したうえで貨幣を支払ったり
受け取ったりするわけではない。また特別のばあいを除いて，自分の受け取った紙幣につ
いてそのつど贋札でないかどうか矯めつ砂めつ調べる人もほとんどいないはずである。ゎ
れわれは信頼によって，本来考慮すべきもろもろの事実つまり複雑性を縮減しており，ゎ
れわれが毎日何の疑いももたずあたりまえのように貨幣を使っているのは，この「信頼に
よる複雑性縮減」の結果なのである。
ルーマンの貨幣観がこのようなものであるとすれば，彼の考える貨幣秩序およびそれに
媒介された経済システムは F.A.ハイエクのいう 「自生的秩序」 (spontaneousorder) 
の性格をもつことになろう。じっさい経済（システム）の自己産出プロセスが目的を超越
しているというとき，また政治による経済の制御がうまくいかないとみるとき， Jレーマン
の位置はハイエクにかなり近づく ll)。とくに最近ではハイエクの「自生的秩序」は「自己
産出的秩序」 (self-generatingorder), さらに「秩序」は「システム」と言い換えられさ
9) S. H. Frankel, Money: Two Philosophies, Basil Blackwell, 1977 (吉沢英成監訳
「貨幣の哲学j文真堂， 1984),邦訳 p.5. 
10) N. Luhmann, ~Vertrauen: Ein Mechanismus der Reduktion sozialer Komple-
ぷtat,Ferdinand Enke, 1968 (English translation, Trust and Power, John Wiley 
& Sons, 1979), 英訳 p.50. 
11) F. A. Hayek, Law, Legislation and Liberty, Vol. 1 (University of Chicago 
Press, 1973), Chap. 2, "Cosmos and Taxis."ちなみに政府を貨幣の独占的発行者の
地位からおろすべきだとするハイエクの主張 (Choicein Currency, The Denation-
alisation of Money (共に Instituteof Economic Affairs, 1976)) は， Jレー マ
ンの文脈では下位システムの閉鎖性（自律性）を維持するためにメディアに要請され
る条件すなわち， 「他のメディア領域における変動からの中立」（前掲（脚注8)
"Einfiihrende Bemerkungen• …・・," s. 181.)に対応している。
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えするのであるから12), 両者のジステムイメージが原点で一致していることは明らかであ
る。ルーマンに（少なくとも表立っては）ハイエクヘの言及がみられないのは不思議な気
もするが，それはともかく両者の比較対照は興味ある作業となろう。筆者に未だ準備がな
いので大ざっぱな見通しだけをいえば， Jレーマンの「複雑性」とハイエクの人間の「治療
できぬ無知」 (irremediableignorance), 「社会システムの複雑性縮減メカニズム」と「無
知への適応としての自生的な行動規則や制度」は，それぞれ同じ事柄の別表現であるよう
に思われる 13)。つまり， Jレーマンの用いる分析道具の新奇さと，ハイエクにみられる自由
主義への強い確信をとりあえず外して考えるならば，両者の社会システム（社会秩序）観
や社会進化観に本質的な違いはないといえるのではなかろうか。
7. 経済システムの内部分化
自己産出システムは環境との関連で一定の機能に結びついているが，それ自体としては
目的をもたない。とはいえこのシステムの内部では，自己産出をおびやかさぬ限りで，裁
量による目的設定と目的—手段配置， ならびに特定目的にかんする下位システムの分化が
可能である。］レーマンによれば経済システムのばあい，貨幣メディアに負うその自己産出
の枠内で内部分化しうるのは生産の領域であり；消費は貨幣をついやす点では経済的活動
にはいるものの，経済システムの自己産出を超えて社会全体に広がっているため，経済シ
ステムの下位システムにはなりえない。
ルーマンは以前の論文 "Wirtschaftals soziales System" (1970)において， 経済シ
ステムの構造的淘汰による分化（ハイエク流にいえば自生的分化）として，市場・家計・
企業の三分割をあげていたが (W.S.,S. 219-222), 今やこれは撤回され， 市場概念も新
たな解釈のもとにおかれる。すなわち，「『市場」は境界にほかならない。それは生産と分
12) Law, Legislation and Liberty, Vol. 3, 1979, p. xi. 
13) 「社会の諸過程を決定している詳細にわたる事実のほとんどについてわれわれが治療
できぬくらい無知であるということが，なぜ大部分の社会制度が現在のような形をと
ったかを説明する理由となる」；「われわれの行為を統御している行動規則の大部分，
そしてこの規則性から生まれる制度の大部分は，誰ひとりとして社会の秩序にかかわ
る詳細な事実のすべてを意識的に考慮しえないという不可能性にたいする適応であ
る」 (Law,Legislation and Liberty, Vol. 1, Chap. 1, "Reason and Evolution," 
p. 13)。なお関連するハイエク論としては，松原隆一郎「コンヴェンション理論の再
生ーハイエクを中心に」『季刊現代経済」 59,1984が参考になる。
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配組織から見た消費の認知である。」「境界としての市場は．確定的な複雑性と不確定な複.... 
雑性（自己の複雑性と環境の複雑性）との差異である。自己の複雑性は……組織によって
制御可能である。それは投資としての歴史的確定性をもち，このことによって可変性が限
られている。環境の複雑性はこれにたいして不確定である。というのは一方で環境が多数
の相互依存の可能性を含んでいるからであり，他方この複雑性が競争相手の活動および競
争相手の競争相手としての自己の活動と独立に確定されえないからである」 (W.A., S. 
321)。ここに至ってJレーマンの経済システムはパーソンズのそれに著しく似てくる。生産
したがって企業を経済の核心に据え，消費したがって家計ないし家族はむしろ経済の外一
環境に属するものとされる。そして両者を媒介する境界が市場である。パーソンズによれ
ば，「生産という概念は，社会の一つの下位体系たる経済の目標オリエンテーションを規定
して」おり，「生産者という役割は，社会の一つの下位体系としての経済にとって内部的な
ものである。消費者という役割は．社会の一つあるいはそれより多くの他の下位体系に属
するものだという意味で，経済にとって外部的なものである。」また「非常に高度に分化
した場合にあっては，この（一経済の）境界の或るものは，一定の具体的な市場，たとえ
ばわれわれの社会における消費財市場および労働市場と， ほぽ一致するかもしれない」14
というのであるから，複雑性云々を除けばルーマンの独創性を見つけるのは難しい。しか
しルーマンの経済システムが「支払い」を要素一基底的作動とするシステムであったこと
を思い起こすなら，市場は生産と消費の媒介者といったレベルで語るよりも，環境と経済
システムの間にあって，たとえば欲求や技術など「支払い」に翻訳されていないという意
味で不確定な環境複雑性を，確定されたシステム複雑性としての「支払い」に変換（縮
減）する一種の変換装置と考えた方が論理的に一貫し，かつパーソンズの焼直しを免れる
のではないだろうか。
8. Jレーマン理論と経済学― ひとつの中間評価
一方で貨幣という独特のメディアの高度分化に支えられ，他方で欲求充足というパイプ
で環境につながった自己産出システム，これがルーマンの経済のイメージであった。彼は
経済のマクロ的運行にかんする限り，自信をもってこのイメージを前面に押し出し，議論
を展開しえたかのように思われる。ところが生産・消費・市場といったよりミクロなレベ
ルの話になると， Jレーマンの叙述はいまひとつ確信を欠いたものになる。そもそもこれら
14)引用は Parsonsand Smelser, 前掲書（脚注1)pp. 21, 27 (邦訳 Ipp. 3, 34, 41)。
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のテーマの扱いが経済学の感覚からすると余りにも小さく，しかもことば足らずのせいか
はなはだ分かりにくい。先の論文 (W.S.)ではシステムの自己産出的閉鎖性は未だそれ
ほど尖鋭なかたちで強調されておらず，経済学的カテゴリーである市場・企業・家計の三
分割を経済システムの内部分化とみる余裕を残していたのにたいし，新たな視点によると
この三分割はもはや内部分化に対応しない。本来ならここで市場・企業—生産・家計—消
費などの既存概念の徹底的再解釈が必要とされるところであるが，ルーマンは生産や消費
のイメージを明確にしないまま，市場を境に生産はシステムの中へ消費は外へと配置換え
を行なう。貨幣の流れ一支払いのみをシステムの正式の要素（基底的作動）とみなし，財・
サービスの流れでさえ不確定の環境複雑性を引きずっているがゆえに純粋のシステム内
的要素としては扱わない15)(第3節参照）という立場からすれば，かりに「生産」をシス
テム内に取り込むにしても，その意味内容は経済学の「生産」概念と同じでありうるはず
はない。また「消費」についてルーマンは，家計のそれに限定していた先の論文 (W.S.) 
での用法を改め， おそらく欲求の第三の類型である「生産欲求」（第4節参照）に対応さ
せるべく企業にまで広げた新解釈をとる (W.A., S. 321, 脚注40)。しかし，これも生産
と消費の区別をあいまいにし，かえって混乱を引き起こす元になるのではあるまいか。い
ずれにせよ今の段階ではルーマンの経済システム論は，マクロ経済にかんするひとつの代
替的視点を与えるにとどまり，ミクロレベルにおける切れ味は末知である。
高度分化した閉鎖的システム，稀少性や価格への問題限定など，一見するとルーマンの
経済システム把握は新古典派的な経済槻に近いような印象を与える。ここで彼が，いまだ
明確にしていない企業（生産者）や家計（消費者）について，極大化原理に従うホモ・エ
コノミクスの想定をおくなら，われわれはもはや既存経済学の追認以上のものを期待しえ
ないことになろう。だがルーマンの人間像がホモ・エコノミクスであるべき理由はない。
むしろ考えられるのは，自己の属する全体社会システムの複雑性縮減メカニズムを何らか
の程度に内面化し，自らも複雑性を縮減しつつ生きている個人（これをかりに「複雑性縮
減人」と呼んでおく）である。ルーマンがこの「複雑性縮減人」を想定しているとすれ
ば，彼の理論から経済学にとっての新たな示唆が得られる可能性は少なくない16)。そのば
15)経済システムの側からみれば財・サービスの流れは，システム要素である「支払い」
が市場という境界層を通して環境要因である「欲求」や「技術」にふれたとき，いわ
ば反応結果として環境側に発生する流れなのである。
16)この点にかんする若干の検討を筆者は， 「消費行動の機能ー構造分析」関西大学「経
済論集」第31巻第6号， 1982(春日，前掲書第3章に再録）で行なっている。
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あいさしあたり解かねばならないのは，「複雑性縮減人」が欲求充足にさいして生産者あ
噸饗'
るいは消費者としてどのようにふるまうのかという問題である。筆者は生産と消費の分化
が家族システムのレベルでの複雑性縮減戦略のひとつであり（それゆえ当然，全体社会の
部分システムとしての経済の内部分化ではない），生産は家族システムと経済システムの
交わる領域である（それゆえ結果的に改訂後のルーマンの生産・消費の取り扱いに一致す
る）と予想しているが，これらの点も上の問題を解くなかで明らかになるであろう。
全体的にみてルーマンの経済システム論には彼自身の社会システム論をいまいちど参照
することによって改善ないし拡充される余地がかなりあると思われる。筆者は稿を改めて
この課題にとりくむつもりである。
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